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1． はじめに 

振動締固めを必要とする高流動コンクリート（以下，

HFCC と称する）は，普通コンクリートと同様に未充塡

部に充塡する時や残留する空隙を無くすために振動締

固めを実施する．HFCC のような流動性の高いコンクリ

ートは，振動時間の増加に伴い材料分離の程度は大き

くなると考えられる．既往の研究では，型枠の隅々に

までコンクリートが行き渡る充塡性の議論はされてい

る1)が，振動時間がコンクリート中の残留空隙量に与え

る影響を検討した研究は少ない．本研究では，振動時

間が材料分離および残留空隙に与える影響について実

験的に検討した． 

2． 使用材料および配合 

セメントは普通ポルトランドセメント（密度

3.15g/cm3，比表面積 3410cm2/g），細骨材は川砂（表乾

密度 2.63g/cm3，F.M.2.89），粗骨材は砕石（表乾密度

2.72g/cm3，F.M.6.55）を用いた． 

コンクリートの配合を表－1 に示す．記号はモルタル

の性質と粗骨材の割合を表し，S/C2.0 を M，S/C2.5 を

H，増粘剤含有高性能 AE 減水剤を添加した S/C2.56 の

配合を T とし，記号の数字は粗骨材の体積割合を示し

ている．なお，各配合の化学混和剤の添加率は，M，H

では標準添加率（AE 剤を C×0.003%，AE 減水剤を C

×0.25%）とし，T では T-32.8 の目標スランプフロー

450±30mm，目標空気量 4.5±0.5%となる添加率（消泡剤

をC×0.001%，増粘剤含有高性能AE減水剤をC×0.9%）

を，T-27 と T-30 でも添加した． 

3． フレッシュコンクリートの材料分離試験 

図－1 に示す空気量試験の容器（7L）に試料を打込ん

だ後，棒状バイブレータ（内径 23mm，振動数 235-238Hz）

を容器の中心に挿入し，底面から 1cm 程度離した位置

で振動を与えた．振動は 0，3，5 秒で与え，試料を 5

等分にした時の上 2 層を採取して洗い分析した． 

材料分離をモルタルと粗骨材の分離と捉え，結果は

各箇所の試料中に粗骨材が占める体積割合を式(1)から

算出した．それを配合の粗骨材体積割合で除した値（以

降 Ynと称する）を式(2)から算出した． 

 

 

(1) 

 (2) 

ここに，Xn：採取箇所 n の粗骨材体積割合(%)，VGn：

採取箇所 n の粗骨材体積(m3)，Vn：採取箇所 n のコンク

リート体積(m3)，Yn：採取箇所 n の粗骨材体積割合と配
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表－1 コンクリートの配合 

図－1 材料分離試験 

 

記号 
W/C 

(%) 
S/C 

単位量(kg/m3) [SL](cm) 

SF(mm) 

Air 

(%) 

 

 

W C S G 

M-27 

50 

2.0 231 463 880 734 515 1.5 

H-27 

2.5 

206 413 987 734 410 3.7 

H-30 198 396 945 816 [22.0]345 5.0 

H-32.8 190 380 906 891 [22.0]335 5.8 

T-27 

2.56 

191 382 978 734 575 4.5 

T-30 183 366 937 816 465 8.3 

T-32.8 175 350 897 891 450 4.9  
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合の粗骨材体積割合との比率，Xnd：配合の粗骨材体積

割合(%)である． 

一例として粗骨材割合一定の結果を図－2 に示す．モ

ルタルの配合によって YI の低下の程度は異なることが

確認された．図－3 に H と T の振動時間 5 秒の YI（以

下，YI5sec と称する）を示す．YI5sec の低下の程度は粗骨

材割合の増加に伴い小さくなり，いずれの粗骨材割合

でも T の配合は H の配合より YI5secが小さい結果となっ

た． 

4． 硬化コンクリートの残留空隙試験 

供試体は Φ150mm×300mm の円柱型枠にコンクリー

トを連続的に打込み，材料分離試験と同様に中心位置

で棒状バイブレータを用いて振動条件を 3 水準（0，5，

10 秒）与えた．供試体の撮影位置は図－4 に示すよう

に中心位置から 35mm とし，両面を撮影した．撮影時

には，左右から撮影面を LED ライトで照らし，2300 万

画素の一眼レフカメラを用いて 400mm の距離から撮影

した．ここで，撮影条件はシャッタースピード 1/160 秒，

ISO 感度 100，F 値 10， 1 画素当たりの解像度

0.045(mm/pixel)とした．撮影後の画像解析時には，図－

5 に示すように側壁の影響が無い中央部を測定の対象

とした． 

測定した空隙を直径の大きさごと（0.2-0.6mm，

0.6-1.0mm，1.0mm 以上）に区分した結果を図－6 に示

す．M-27 と H-27 では，いずれの径でも空隙面積率は

殆ど変化しなかった．H と T の配合では，粗骨材量の

増加に伴い空隙面積の減少の程度は大きくなった．径

の区分に着目すると，1.0mm 以上の減少の程度が大き

いことがわかる．H-32.8 と T32.8 の 1.0mm 以上の空隙

面積率の変化に着目すると，振動時間 0 秒では，T の配

合の方が 1.0mm 以上の空隙面積率は大きいが，振動時

間 10 秒では，同程度となることが確認された． 

5． まとめ 

振動時間が流動性の高いコンクリートの材料分離と

残留空隙の程度に与える影響を測定した結果，モルタ

ルの性質や粗骨材の体積割合によって程度が異なるこ

とを確認できた．振動時間に伴う材料分離と残留空隙

の程度は，片方の試験結果で両方の特性を想定するこ

とは難しいため，各試験の結果から配合の特性を把握

する必要がある．今後，振動時間の決定には，本研究

の他に流動性や鉄筋間隙通過性を考慮した検討が必要

である． 
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図－6 直径毎の残留空隙試験結果 

図－2 振動時間と YIの関係 図－3 粗骨材体積割合と YI5secの関係 
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図－5 画像解析断面 図－4 供試体概要 
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